自動車関連企業生産技術高度化支援事業補助金交付要綱

　（目的）
第１　自動車関連産業への参入及び取引拡大等を図るため、地域のものづくり企業が自社の生産･製造技術の高度化を目的とする特定研究開発を行う場合に要する経費に対し、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により、予算の範囲内で補助金を交付する。

　（定義）
第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 地域ものづくり企業　ものづくり基盤技術振興基本法（平成１１年法律第２号）第２条第２項に規定するものづくり事業者で、次のいずれかに該当するものをいう。
ア　岩手県内に本社を有すること。
イ　岩手県内に製造事業所を有し、相当の期間継続的に操業していること。
　(2) 生産･製造技術　製品を生産・製造するための技術で、次のいずれかに該当するものをいう。
ア　機械器具又は装置の高性能化又は省力化若しくは自動化のための技術
イ　生産工程の全部又は一部の設計、開発又は運用等に関する技術
ウ　その他、知事が特に認める技術
　(3) 特定研究開発　補助事業者が行う研究開発で、次のいずれにも該当するものをいう。
ア　付加価値向上、生産効率向上、コストダウンなど明確な目的があるもの
イ　技術的課題及びその解決方法が明確であるもの
ウ　課題解決方法に開発要素があり、補助事業者がその主たる部分について自らが主体となって開発に取り組むもの

（補助金の交付の対象及び補助額）
第３　第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、次のとおりとする。
	経費区分
	経　費
	補助額

	(1) 技術開発費
	機械装置費、材料･消耗品費、外注加工費、旅費
	当該経費の２分の１に相当する額以内の額。ただし、１件当たり１２０万円を限度とする。

	(2) 技術導入費
	技術指導費、教育研修費、委託費
	

	(3) その他
	(1)及び(2)に掲げるもののほか、知事が特に必要と認める経費
	



　（提出書類及び提出期日）
第４　規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更）
第５　規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。
(1) 第３の表に掲げる経費区分相互間におけるいずれか低い額の２０パーセントを超える増減
(2) 補助事業の内容の著しい変更

（申請の取下期日）
第６　規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算して10日以内とする。

（事業遂行状況の報告）
第７　知事は、補助事業の遂行状況を確認する必要があると認めた場合には、補助事業者に報告を求めることができる。この場合、補助事業者は、補助事業の遂行状況を自動車関連企業生産技術高度化支援事業遂行状況報告書（様式第６号）により知事に報告しなければならない。

（前金払）
第８　補助事業者は、補助金の前金払を請求しようとするときは、自動車関連企業生産技術高度化支援事業補助金前金払請求書（様式第７号）を知事に提出しなければならない。

（財産の処分の制限）
第９　規則第１９条第２号に規定する知事が指定するものは取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上の機械、器具、備品及びその他の財産とする。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和５３年通商産業省告示第３６０号）並びに補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間について（昭和５３年８月５日付け５３会課第２３５号）に定める期間を経過したものは除く。

　（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第10　補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（様式第８号）により速やかに知事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。
３　規則第１７条の規定は、前項の返還の規定について準用する。

（帳簿等の整理）
第11　補助事業者は、補助事業の経理について他の経理と明確に区分して帳簿及びすべての証拠書類を整理し、その収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿を補助事業が完了した日の属する事業年度の翌年度の４月１日から５年間保存しなければならない。

（その他）
第12　知事は、補助事業者に対し、この要綱に定めるもののほか、必要と認める書類の提出を求めることができる。

　　附　則
　この要綱は、平成24年4月1日から施行する。

別表（第４関係）
	条項
	提出書類及び添付書類
	様式
	添付書類
	提出部数
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	自動車関連企業生産技術高度化支援事業補助金交付申請書
	第１号
	・補助事業計画書（別紙1）
・収支予算書（別紙2）
・その他知事が必要と認める書類
	１部
	別に定める。

	規則第６条第１項第１号、第２号及び第３号の規定による書類
	自動車関連企業生産技術高度化支援事業変更（中止、廃止）承認申請書
	第2号
	【変更の場合】
・補助事業計画書（様式第1号の別紙1）
・収支予算書（様式第1号の別紙2）
	１部
	変更、中止又は廃止の理由が生じた日から10日以内とする。

	規則第13条第１項の規定による書類
	自動車関連企業生産技術高度化支援事業補助金請求（精算）書
	第3号
	・研究開発結果報告書（別紙1）
・収支実績書（別紙2）
・取得財産管理台帳（別紙3）
・その他知事が必要と認める書類
	１部
	補助事業完了後30日以内又は当該年度の３月31日のいずれか早い日とする。

	規則第６条第１項第４号の規定による書類
	自動車関連企業生産技術高度化支援事業遅延等報告書
	第4号
	
	１部
	事実が明らかになり次第。

	規則第19条の規定による書類
	財産処分承認申請書
	第5号
	
	1部
	処分の必要が生じたとき。
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